
　

(証券コード9234)
平成22年６月４日

株 主 各 位

東 京 都 千 代 田 区 六 番 町 ２ 番 地

国際航業ホールディングス株式会社
代表取締役社長 呉 文 繍

第３回定時株主総会招集ご通知

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて、当社第３回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権

行使書用紙に賛・否をご表示いただき、ご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成22年６月24日（木曜日）午前10時

2. 場 所 東京都港区元赤坂２丁目２番23

明治記念館１階 末広の間

3. 会議の目的事項

報 告 事 項 1. 第３期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）事業報
告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

2. 第３期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案
第３号議案
第４号議案

取締役９名選任の件
監査役１名選任の件
補欠監査役１名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(お願い)

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。

　なお、招集通知添付書類ならびに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた場合は、

修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.kk-grp.jp）に掲載

いたしますのでご了承ください。
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(添 付 書 類)

事 業 報 告

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過およびその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国の経済成長や景気刺激策による

押し上げ効果もあり輸出や製造業の一部に回復の兆しが見受けられたものの、厳

しい雇用・所得環境を背景に個人消費は低調で、設備投資も依然として慎重な姿

勢が続くなど、非常に厳しい状況で推移しました。

　当業界におきましては、緊急経済対策などにより公共工事の一時的な増加はあ

りましたが、民間設備投資の手控えや先送りが相次いだことから、縮小する市場

の中で熾烈な受注競争が展開されました。

　以上のような事業環境の下、当社グループは空間情報を核としたソリューショ

ンを通じて、政令市、中核市等の大規模自治体や新規民間顧客への積極的な営業

活動に注力し、請負型から行政支援、住民サービスといった付加価値提供型への

転換を図りつつ、生産効率の向上や徹底したコスト低減を推進して参りました。

併せて中長期的な展望に立ち、太陽光発電事業を始めとする環境・エネルギー分

野の事業拡大に当社グループをあげて取り組みました。

　連結売上高は、官公庁を顧客とする技術サービス事業での堅調な受注を反映し、

前期比0.3％増の495億８千３百万円となりました。損益面では原価の低減や経費

の削減を徹底して収益性の向上に努めたものの、太陽光発電などの新規事業の推

進のために人員増強や先行投資を実施したこと、また内部統制の強化を図るため

の管理部門での人員増強などにより、連結営業利益は２億９千万円にとどまりま

した。連結経常利益は急激な円高に伴う為替差損や持分法適用関連会社の業績下

振れなどの減益要因が発生したこと等から６億４千６百万円の損失となりました。

当期純利益は、投資有価証券売却益ほか総額３億８千２百万円を特別利益に計上

した一方で、投資有価証券評価損ほか総額３億８千３百万円を特別損失に計上し

たこと等から、４億４千９百万円の損失となりました。
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　次に主要な事業セグメント別の概況につきまして、以下ご報告いたします。

技 術 サ ー ビ ス 事 業 不 動 産 事 業 そ の 他 の 事 業

売 上 高 (百万円) 34,638 14,918 26

営 業 利 益 (百万円) △182 425 47

　 ① 技術サービス事業

　技術サービス事業における売上高は、公共部門における受注が増加した一方

で、民間部門における需要減少の影響から前年同期比0.9％増加の346億３千８

百万円となりました。損益面では、原価低減に向けた社内体制の整備を推進し、

一定の効果を確保しましたが、欧州および日本での太陽光発電事業推進のため

の人員増強や先行投資の実施により営業費用が増加したことなどから１億８千

２百万円の営業損失となりました。

　 ② 不動産事業

　不動産事業においては、市況の急速な悪化により事業環境が一段と厳しさを

増している中、テナントからの安定収入の確保に加えて、住宅分譲での収益確

保に努めた結果、売上高は149億１千８百万円、営業利益は４億２千５百万円と

なりました。
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　(2) 資金調達の状況

　 当期中に特記すべき資金調達は行っておりません。

なお、当期の設備投資額の資金調達は主に自己資金および借入により賄っており

ます。

　(3) 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施しました設備投資の総額は９億２千５百万円であ

り、その主なものは、生産効率の改善を目的としたソフトウェア開発などであり

ます。

　(4) 財産および損益の状況

　 ① 企業集団の財産および損益の状況

区 分
第 １ 期
(平成19年度)

第 ２ 期
(平成20年度)

第 ３ 期
(平成21年度)

売 上 高 (百万円) 34,506 49,426 49,583

営業利益又は損失（△) (百万円) △270 805 290

経常利益又は損失（△) (百万円) △499 △279 △646

当期純利益又は損失（△) (百万円) 1,454 △730 △449

１株当たり当期純利益
又 は 損 失（△)

(円) 39.68 △19.79 △12.33

総 資 産 (百万円) 52,393 67,438 71,798

純 資 産 (百万円) 32,177 32,891 32,433

自 己 資 本 比 率 (％) 61.4 45.1 41.8

(注) １株当たり当期純利益又は損失は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）
により算出しています。

　 ② 当社の財産および損益の状況

　当期の営業収益は、子会社から経営管理料および配当金を受領した結果、13

億７千７百万円となりました。また、損益面は営業利益１億５千７百万円、経

常損失６千万円、当期純損失６千４百万円となりました。
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　(5) 対処すべき課題

　 ① グループ経営

　環境・エネルギー分野における新規事業への投資、地域アライアンス戦略の

推進により当社グループの連結子会社の数は50社を超える規模となりました。

当社では適切かつ迅速な連結決算の実施は勿論のこと、効率的な管理業務の実

施を目的として当社に管理機能を集約してグループ管理体制を整備すると共に

親会社との連携機能の強化も図って参りました。今後もより一層の効率的、機

動的なグループ経営を執行するための機能の強化と高度化を目指して、外部の

専門家の協力も得て体制の整備を継続的に進めております。

　 ② グローバル対応

　欧州での太陽光発電事業、アジア地区での事業開発に向けた拠点開設など、

海外での活動が増加しております。当社グループは今後も積極的な海外での事

業開発を推進する方針であり、上述のグループ経営の機能強化と平行して、効

果的なコントロールとリスク管理体制の構築を進めております。

　 ③ 事業構造の転換

　経営環境の変化に対応した事業構造の転換は、社会から必要とされる企業で

あり続けるための重要な経営課題として認識しております。当社グループは新

中期経営計画において、新しい社会基盤の構築に貢献するグリーン・インフラ

企業を目指すべき姿と位置づけ太陽光発電事業を推進すると共に、空間情報コ

ンサルティング事業においては次世代ビジョンの策定活動を通じて、経営環境

の変化に即した事業構造の転換に向けた取組みを開始しております。また、不

動産事業においても、当社グループに相応しい不動産事業への転換を目指した

事業開発の取組みを進めております。

④ 社会的責任対応

当社グループは社会と共生するうえで、CSR活動による社会貢献のみならず、

コンプライアンスの徹底、適切な内部統制とリスクマネジメントの実施も重要

な責務であるとの認識に立ち、効果的な制度導入と教育活動を通じて、社会的

責任の遂行機能を強化しております。
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　(6) 企業集団の主要なセグメント（平成22年３月31日現在）

事業セグメント 主 要 な 事 業 内 容

技術サービス事業
官公庁に対する空間情報サービスや社会基盤構築などを事業活動の領域とす
るほか、民間市場を対象とした環境ソリューションやITを活用した地理情報
システム（GIS）サービス等の事業

不 動 産 事 業 不動産の賃貸・管理・開発事業、および住宅の設計・施工・販売事業

そ の 他 の 事 業 保険代理店業務

　(7) 企業集団の主要な拠点等（平成22年３月31日現在）

　 ① 当社

　 本店 東京都千代田区六番町２番地

　 ② 主要な子会社の事業所

　 国際航業株式会社

本 店：東京都千代田区六番町２番地

事 業 所：東北事業所（仙台）、東京事業所（府中）、中部事業所（名古

屋）、関西事業所（尼崎）、九州事業所（福岡）

営業拠点：東京支店、名古屋支店、大阪支店、仙台支店、福岡支店

ほか 全国46拠点
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　(8) 使用人の状況（平成22年３月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況

事 業 セ グ メ ン ト 従 業 員 数

技 術 サ ー ビ ス 事 業
1,794
(375)

（名)

不 動 産 事 業
194
(3)

そ の 他 の 事 業
2
(0)

全 社 ( 共 通 )
44
(0)

合 計
2,034
(378)

(注) 1. 従業員数は、就業人員（出向者を除き、出向受入者を含む）であります。
2. 従業員数欄の（ ）内は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
3. 臨時従業員には、パートタイマーおよび非常勤雇用者を含み、派遣社員を除いております。
4. 全社（共通）は、総務および経理等の管理部門の従業員であります。

　 ② 当社の使用人の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

44 (名) ＋33 (名) 41.4 (歳) 10.5 (年)

(注) 1. 従業員数は、就業人員（出向者を除き、出向受入者を含む）であります。
2. 従業員数が前事業年度に比べ33名増加しておりますが、これは当社子会社である国際航業

㈱より従業員の一部が当社に転籍したことによるものであります。
3. 平均勤続年数は、転籍者の国際航業㈱での勤続年数を加算しております。

　(9) 重要な親会社および子会社の状況（平成22年３月31日現在）

　 ① 親会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 へ の
出 資 比 率

主 要 な 事 業 内 容

日本アジアグループ株式会社 3,800 (百万円) 56.45(％) 純 粋 持 株 会 社

(資本関係) 当社の親会社である日本アジアグループ㈱は、当社の株式を21,540

千株（出資比率56.45％）保有しております。

(人的関係) 当社は親会社である日本アジアグループ㈱から取締役２名を受け入

れております。

(取引関係) 当該事項はありません。

(注) 平成22年３月、当社の親会社であった日本アジアホールディングズ㈱は保有する当社全株式
（21,540千株）を同じく当社の親会社である日本アジアグループ㈱に株式譲渡したことにより、
当社の親会社は日本アジアグループ㈱１社となり、日本アジアホールディングズ㈱は当社の親
会社に該当しなくなりました。
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　 ② 子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

国 際 航 業 株 式 会 社 16,729 (百万円) 100 (％)
空間情報コンサルティング・
社 会 基 盤 整 備 事 業

国際ランド＆ディベロップメント株式会社 100 (百万円) 100 (％)
不動産賃貸・管理・
開 発 事 業

国際環境ソリューションズ株式会社 100 (百万円) 100 (％)

土 地、 地 下 水 環 境
保 全 に 関 す る
コ ン サ ル テ ィ ン グ

国 際 文 化 財 株 式 会 社 100 (百万円) 100 (％) 文化財発掘調査事業

株 式 会 社 Ｋ Ｈ Ｃ 373 (百万円) 59.5 (％)
建設・不動産事業を
扱 う 持 株 会 社

株 式 会 社 五 星 48 (百万円) 59.5 (％) 地 理 空 間 情 報 事 業

宮崎ソーラーウェイ株式会社 20 (百万円) 100 (％) 太陽光エネルギー事業

株式会社インフラ・イノベーション研究所 10 (百万円) 100 (％)
エネルギー環境技術に関する研究および
コ ン サ ル テ ィ ン グ

K O K U S A I E U R O P E G m b H 100 (千EUR) 100 (％)
欧 州 地 域 を 中 心 と
し た 事 業 開 発

KOKUSAI ASIA PTE. LTD. 1,500 (千SGD) 100 (％)
アジア地域を中心と
し た 事 業 開 発

KOKUSAI CHINA LIMITED 1 (HKD) 100 (％)
中 国 地 域 を 中 心 と
し た 事 業 開 発

(注) 1. ㈱インフラ・イノベーション研究所は平成21年６月23日に設立しております。
2. 宮崎ソーラーウェイ㈱は平成21年６月29日に設立しております。
3. KOKUSAI CHINA LIMITEDは平成21年７月13日に中国の現地法人として設立しております。

　 ③ 企業結合の成果

　当社の連結子会社は平成22年３月31日現在55社であります。なお、当期の連

結業績は、前記「(1）事業の経過およびその成果」に記載のとおりであります。
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　(10)当社の主要な借入先（平成22年３月31日現在）

　 当社および連結子会社の主要な借入先は以下のとおりであります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 5,362(百万円)

株 式 会 社 り そ な 銀 行 3,000

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,105

（注）上記の金額には、株式会社みずほ銀行を幹事とするシンジケートローン契約による以下の借入
金を含んでおります。
　株式会社みずほ銀行 2,000（百万円）
　株式会社りそな銀行 1,200

　(11)剰余金の配当等に関する方針

　利益配分につきましては、将来の事業展開などに対する内部留保にも十分配慮

したうえで、長期的な配当水準の維持・向上に努め、安定した配当を継続して行

うことを基本方針としております。

内部留保資金につきましては、企業体質強化と将来の事業展開に向けた戦略投

資等の資金需要に備えることが、将来の利益配分に寄与すると考えております。

当期の剰余金の配当につきましては、当期のグループ成績ならびに経済状況を

勘案し、引き続き無配とさせていただきます。次期の配当につきましては、現時

点におきましては今後の市場動向の予測が困難であることを鑑み、未定とさせて

いただきますが、早期の復配に向けてグループ業績の向上に努めて参ります。
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2. 株式に関する事項（平成22年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 77,908,000株

(2) 発行済株式の総数 38,157,103株

(3) 株主数 3,135名

　(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 ア ジ ア グ ル ー プ 株 式 会 社 21,540 (千 株) 57.98 (％)

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,753 4.72

応 用 地 質 株 式 会 社 1,200 3.23

国 際 航 業 株 式 会 社 719 1.93

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 672 1.80

国 際 航 業 従 業 員 持 株 会 647 1.74

株 式 会 社 り そ な 銀 行 516 1.38

コ ク サ イ エ ア ロ マ リ ン 株 式 会 社 400 1.07

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 362 0.97

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 312 0.83

(注) 1. 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
2. 国際航業株式会社が所有する株式については、会社法第308条第1項および会社法施行規則

第67条の規定により議決権を有しておりません。
3. 上記のほか、自己株式1,011千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　(5) 自己株式の取得、処分等および保有の状況

　 ① 取得株式

普 通 株 式 3,019株

取得価額の総額 768,006円

　 ② 処分株式

普 通 株 式 0株

　 ③ 失効手続をした株式

普 通 株 式 0株

　 ④ 決算期における保有株式

普 通 株 式 1,011,125株

(注) 上記のほか、平成19年10月１日効力発生の株式移転に伴い、当社の完全子会社国際航業㈱が
保有する当社株式719,184株があります。
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3. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役および監査役（平成22年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 呉 文 繍

取 締 役 会 長 山 下 哲 生
日本アジアグループ㈱
代表取締役会長兼社長

取 締 役 米 村 貢 一 リスク管理担当

取 締 役 渡 邉 和 伸

取 締 役 吉 川 正 嗣
国際航業㈱
代表取締役副社長

取 締 役 アンドレアス・シュタインベルグ
トアスホールディングス㈱
代表取締役

取 締 役 田 辺 孝 二
東京工業大学イノベーショ
ンマネジメント研究科教授

取 締 役 当 山 明 彦
日本アジア証券㈱
代表取締役会長

取 締 役 虫 本 貴 洋

常 勤 監 査 役 有 働 達 夫

監 査 役 島 田 隆 幸

監 査 役 加 藤 裕 二

(注) 1. 取締役 田辺孝二、当山明彦、虫本貴洋は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であ
ります。

2. 監査役 島田隆幸および加藤裕二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
3. 取締役 田辺孝二、虫本貴洋および監査役 島田隆幸、加藤裕二は一般株主と利益相反が

生じるおそれがないことから、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２にいう独立役
員として、東京証券取引所に対し届け出をしております。

4. 監査役 鵜飼良一および前田博は、平成21年６月24日開催の定時株主総会終結のときをも
って、監査役を辞任しております。

5. 社外取締役 田辺孝二、当山明彦はそれぞれ重要な兼職がありますが、当社と兼職先との
間には取引関係および特別な利害関係はありません。

　(2) 取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 人 数 報酬等の総額
左記のうち社外役員の

報酬等の総額

取 締 役 12名 (5名) 119,184 (千円) 17,250 (千円)

監 査 役 5名 (3名) 29,121 9,984

計 17名 (8名) 148,305 27,234

(注) 1. ( ）内の人数は、社外取締役および社外監査役の人数であります。
2. 上記支給額のほか、社外役員が当社の親会社または当社親会社の子会社から当事業年度の

役員として受けた報酬等の総額は24,620千円であります。
3. 当事業年度末現在の取締役および監査役の人数と相違しておりますのは、平成21年６月24

日開催の第２回定時株主総会終結のときをもって退任した取締役および辞任した監査役が
含まれているためです。
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　(3) 社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 田 辺 孝 二
当事業年度に開催された取締役会の全16回のうち14回に出
席し、議案・審議等につき必要な発言を適宜行っておりま
す。

取 締 役 当 山 明 彦
平成21年６月24日就任以降に開催された取締役会の全12回
のうち11回に出席し、議案・審議等につき必要な発言を適
宜行っております。

取 締 役 虫 本 貴 洋
平成21年６月24日就任以降に開催された取締役会の12回全
てに出席し、議案・審議等につき必要な発言を適宜行って
おります。

監 査 役 島 田 隆 幸
当事業年度に開催された取締役会の全16回のうち15回に出
席し、また、監査役会の16回全てに出席し、議案・審議等
につき必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 加 藤 裕 二
平成21年６月24日就任以降に開催された取締役会の12回全
てに出席し、また、監査役会の10回全てに出席し、議案・
審議等につき必要な発言を適宜行っております。

　(4) 責任限定契約に関する事項

　当社は、定款第35条において、社外取締役および社外監査役の責任限定に関す

る規定を設けております。

　当該定款に基づき当社と社外取締役である田辺孝二、虫本貴洋および社外監査

役の全員と締結した責任限定契約の概要は次のとおりであります。

　＜契約内容の概要＞

社外取締役および社外監査役は、本契約締結後、その任務を怠ったことにより

当社に対し損害を与えた場合において、その職務を行うにつき善意でかつ重大な

過失が無いときは、会社法第427条に定める最低責任限定額を限度として、当社に

対して損害責任を負うものとする。
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4. 会計監査人に関する事項

　(1) 会計監査人の名称

　 新日本有限責任監査法人（東京都千代田区内幸町二丁目２番３号）

　(2) 会計監査人の報酬等の額

項 目 支 払 額

① 報酬等の額 65,700 (千円)

② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合
計額

75,700

(注) 1. 当社会計監査人監査の対象となるすべての子会社につきましても新日本有限責任監査法人
が会計監査人となっております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、支払額はこれらの合計額を記載して
おります。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任し

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総

会において、解任の旨およびその理由を報告します。

5. 業務の適正性を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

　○内部統制システム構築の基本方針

　1. 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

① 取締役会規程に基づき、原則として月１回の取締役会を開催し、重要事項の

審議ならびに決議を行う。

② 経営の透明性と公正な意思決定を確保するために、業務執行を行わず特定の

利害関係から独立した社外取締役を置く。

　 ③ 取締役は、取締役会を通じて相互に取締役の職務執行を監督する。

④ 監査役会を設置し、監査役は各種会議への出席や、監査役監査基準等に基づ

く業務執行状況調査などを通じて取締役の職務執行の監査を行う。

　2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

① 取締役の職務の執行に係る情報は、文書等の保存に関する規程に基づき保存

および管理を行う。

　 ② 取締役および監査役が常時これらの書類を閲覧できるよう管理する。
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　3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 取締役会はグループにおける最適なリスク管理体制を構築するために「グル

ープリスク管理委員会」を設置し、全般的なリスクの把握、評価、対応策、予

防策を推進する。

② 災害等の非常事態や顧客からの苦情や要望などに関しては、情報伝達ルール

を定め、リスク情報の円滑な伝達ならびに機動的対応を図る。

　4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会は、経営組織を構築し、代表取締役のほか業務を執行する取締役を

指名し、業務の効率的推進を行う。

② 業務の迅速かつ効率的な推進を図るため、企画および管理部門が重要事項に

ついて子会社と協議を行うほか業務執行のモニタリング、管理および統制を行

う。

③ 業務は、効率的かつ公正に執行されるよう、業務執行者への委任の範囲にお

ける権限を定める決裁規程や項目別決裁基準を整備して、これを行う。

　5. 使用人の業務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

① グループの全役職員が高い倫理観に基づいて行動し、広く社会から信頼され

る企業グループとなるためグループの企業理念、行動憲章、行動基準のほかコ

ンプライアンス・マニュアルを整備して、教育・啓発を行う。

② 業務執行部門から独立した内部監査部門を設置し、「グループリスク管理委員

会」とも連携をはかりつつ、グループでの法令および内部規程等の遵守状況を

監査し、その結果は、社長、監査役、取締役会に最低半期に一回、それぞれ報

告する。

③ 財務報告の適正性を確保するため、法令等に従い財務報告に係る内部統制の

運用、評価を行う体制を整備する。

6. 会社および会社の子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

① グループ全役職員が適正に業務を遂行するよう、グループ経営理念およびグ

ループ企業行動基準ならびにコンプライアンス・マニュアルの周知を図る。

② 関係会社管理規程を整備し、グループ各社の業務執行の監督指導を行うとと

もに、定期的会合の開催により業務の適正性を確認する。
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③ グループ全役職員は、業務遂行にあたりコンプライアンス上の疑義が生じた

場合は、社内・社外の二箇所の窓口を持つヘルプラインを利用し、相談および

通報することができる。

　 ④ 監査役会はグループ会社監査役と定期的に意見交換会を開催する。

⑤ 当社グループにおける内部統制を推進する専属部署として、「内部統制推進

室」を設置する。

7. 監査役会がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役の職務を補助するために、会社の業務執行から独立した専属の社員を

配置する。

② 当該使用人の独立性を確保するために、当該使用人の評価および異動に関す

るルールを監査役会との間で取り決める。

8. 取締役および使用人が監査役会に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制ならびに監査役の監査が実効的に行われることを確保するため

の体制

　 ① 監査役は重要会議に出席することができる。

② 監査役会との間で監査役に対する報告のルールを取り決め、この取り決めに

基づき報告を行なう。

③ 監査役会と代表取締役、内部監査部門および監査法人とは、それぞれ定期的

に意見交換会を開催する。
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　○反社会的勢力排除に向けた基本方針と整備状況

　1. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、経済活動に障害をもたらす反

社会的な活動や勢力との関係を排除し、不当な要求に対して毅然とした態度で

臨み、一切の関わりを遮断します。

　2. 反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社は、「国際航業グループコンプライアンス・マニュアル」において、反社

会的勢力に対する具体的な行動指針を示し、社員への周知徹底を図っておりま

す。反社会的勢力の対応部門を法務所管部としており、日頃より、警察のほか

関係当局、顧問弁護士等と連携を密にし、反社会的勢力から接触があった場合

には、組織的かつ迅速に反社会的勢力からの不当要求を遮断・排除する体制を

構築しております。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成22年３月31日現在)

(単位 千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 50,126,260 流 動 負 債 26,258,953

現 金 及 び 預 金 12,690,494 買 掛 金 5,231,660

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 23,023,086 短 期 借 入 金 12,276,296

販 売 用 不 動 産 6,653,481 1年内返済予定の長期借入金 2,780,532

製 品 2,848,780 1年内償還予定の社債 720,000

原 材 料 21,890 リ ー ス 債 務 238,599

仕 掛 品 1,233,862 未 払 法 人 税 等 580,379

繰 延 税 金 資 産 436,052 繰 延 税 金 負 債 5,087

短 期 貸 付 金 82,401 前 受 金 1,615,806

そ の 他 3,202,359 賞 与 引 当 金 604,137

貸 倒 引 当 金 △66,148 受 注 損 失 引 当 金 100,455

固 定 資 産 21,672,429 完 成 工 事 補 償 引 当 金 45,071

有形固定資産 9,453,951 金 利 ス ワ ッ プ 負 債 16,278

建 物 及 び 構 築 物 3,449,176 そ の 他 2,044,648

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 119,260 固 定 負 債 13,106,526

工 具、 器 具 及 び 備 品 87,285 社 債 1,290,000

土 地 5,388,450 長 期 借 入 金 8,334,215

リ ー ス 資 産 363,354 リ ー ス 債 務 324,074

建 設 仮 勘 定 46,425 繰 延 税 金 負 債 725,879

無形固定資産 3,702,102 退 職 給 付 引 当 金 1,403,515

の れ ん 2,409,760 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 141,720

リ ー ス 資 産 23,221 長 期 預 り 保 証 金 692,763

ソ フ ト ウ ェ ア 574,533 長 期 未 払 金 159,080

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 569,714 金 利 ス ワ ッ プ 負 債 28,977

そ の 他 124,873 そ の 他 6,300

投資その他の資産 8,516,375 負 債 合 計 39,365,480

投 資 有 価 証 券 5,178,364 (純 資 産 の 部)

長 期 貸 付 金 719,314 株 主 資 本 29,408,148

繰 延 税 金 資 産 510,903 資 本 金 16,939,013

そ の 他 3,173,131 資 本 剰 余 金 15,263,813

貸 倒 引 当 金 △1,065,339 利 益 剰 余 金 △2,101,769

自 己 株 式 △692,908

評 価 ・ 換 算 差 額 等 631,672

その他有価証券評価差額金 635,581

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △37,145

為 替 換 算 調 整 勘 定 33,236

少数株主持分 2,393,388

純 資 産 合 計 32,433,209

資 産 合 計 71,798,689 負債・純資産合計 71,798,689
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連 結 損 益 計 算 書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

(単位 千円)

科 目 金 額

売 上 高 49,583,174

売 上 原 価 38,484,260

売 上 総 利 益 11,098,913

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,808,308

営 業 利 益 290,605

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 193,175

負 の の れ ん 償 却 額 17,649

そ の 他 の 営 業 外 収 益 97,164 307,989

営 業 外 費 用

支 払 利 息 340,117

社 債 利 息 56,842

社 債 発 行 費 償 却 9,329

為 替 差 損 245,519

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 454,111

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 23,077

そ の 他 の 営 業 外 費 用 116,352 1,245,350

経 常 損 失（△) △646,755

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 374,935

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 7,599 382,535

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 3,047

固 定 資 産 売 却 損 18,895

投 資 有 価 証 券 評 価 損 254,205

瑕 疵 担 保 責 任 履 行 損 失 93,281

そ の 他 の 特 別 損 失 13,994 383,423

税金等調整前当期純損失（△) △647,643

法人税、住民税及び事業税 589,085

法 人 税 等 調 整 額 △912,238 △323,152

少 数 株 主 利 益 124,549

当 期 純 損 失（△) △449,040
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連結株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

(単位 千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年３月31日残高 16,939,013 15,263,813 △ 1,652,728 △ 692,140 29,857,957

連結会計年度中の変動額

当 期 純 損 失（△) △ 449,040 △ 449,040

少 数 株 主 利 益 ─

自 己 株 式 の 取 得 △ 768 △ 768

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額)

─

連結会計年度中の変動額合計 ─ ─ △ 449,040 △ 768 △ 449,808

平成22年３月31日残高 16,939,013 15,263,813 △ 2,101,769 △ 692,908 29,408,148

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算差額等
合 計

平成21年３月31日残高 543,830 △ 21,127 2,119 524,822 2,508,791 32,891,571

連結会計年度中の変動額

当 期 純 損 失（△) ─ ─ △ 449,040

少 数 株 主 利 益 ─ 124,549 124,549

自 己 株 式 の 取 得 ─ ─ △ 768

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額)

91,750 △ 16,017 31,117 106,850 △ 239,952 △ 133,101

連結会計年度中の変動額合計 91,750 △ 16,017 31,117 106,850 △ 115,402 △ 458,361

平成22年３月31日残高 635,581 △ 37,145 33,236 631,672 2,393,388 32,433,209

― 19 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2010年06月02日 11時11分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.20 20100222_01）



　

連 結 注 記 表

1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 ① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連 結 子 会 社……55社

国際航業㈱

国際環境ソリューションズ㈱

国際文化財㈱

㈱五星

KOKUSAI EUROPE GmbH

KOKUSAI ASIA PTE.LTD.

国際ランド＆ディベロップメント㈱

㈱ＫＨＣ ほか47社

　 ② 主要な非連結子会社の名称等

主 要 な 非 連 結 子 会 社……KOKUSAI KOGYO(THAILAND)CO.,LTD.

連 結 の 範 囲 か ら 除 い た 理 由……非連結子会社については、総
資産合計額、売上高合計額、
当期純損益合計額及び利益剰
余金合計額のうち持分に見合
う額等の合計額は、いずれも
連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しております。

　(2) 持分法の適用に関する事項

　 ① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持 分 法 を 適 用 し た 非 連 結 子 会 社……該当はありません。

持 分 法 を 適 用 し た 関 連 会 社……６社

アジア航測㈱

㈱アスナルコーポレーション

㈱イメージワン

㈱ミッドマップ東京

㈱五星エンジニアリング

㈱四航コンサルタント
　 ② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

持 分 法 を 適 用 し な い 非 連 結 子 会 社……KOKUSAI KOGYO(THAILAND)CO.,LTD.

持 分 法 を 適 用 し な い 関 連 会 社……㈱マップリンク
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持 分 法 を 適 用 し な い 理 由……持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社につい

ては、当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。

　(3) 連結子会社の事業年度に関する事項

　連結計算書類の作成にあたっては、それぞれ連結子会社の決算日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日と異なる決算期の子会社に関しては、連結決算日ま

での間に生じた重要な取引に対し、連結上必要な調整を行っております。

3. 会計処理基準に関する事項

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

そ の 他 有 価 証 券（時価のあるもの)……期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

そ の 他 有 価 証 券（時価のないもの)……移動平均法による原価法

② デリバティブ取引により生ずる債権及び債務……時価法

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法……個別法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法によ

り算定）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

(リース資産を除く)

……定率法を採用しております。     

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規

定する方法と同一基準によっております。     

無形固定資産

(リース資産を除く)

……ソフトウェアのうち、「販売目的のソフトウェア」は、見

込販売高に基づく償却額と残存有効期間に基づく均等配

分額とを比較し、いずれか大きい額を計上する償却方法

によっております。この場合の当初における販売可能な

見込有効期間は３年としております。

「自社利用のソフトウェア」は、社内における利用可能期

間（主として５年)に基づく定額法によっております。
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リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

　(3) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については合理的に見積もった貸

倒率による額を、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため、次回賞与支給見込額

のうち当連結会計年度に対応する額を計上しております。

受注損失引当金……受注業務に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年

度末における未完成業務の損失見込額を計上しておりま

す。

完成工事補償

引 当 金

……建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用

を補填するため、過去の完成工事及び分譲建物に係る補

修費等の実績を基準として計上しております。

退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められる額を計上しておりま

す。過去勤務債務については、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に

より費用処理しております。数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により、翌連結会計年度か

ら費用処理しております。

なお、一部の子会社では、退職給付債務の見込額は簡便

法（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法）を採用しております。

役員退職慰労

引 当 金

……一部の子会社では、役員の退職慰労金の支出に備えて、

内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として

計上しております。
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　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めております。

　(5) 収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準は、工事の進行途上においても、そ

の進捗部分について成果の確実性が認められる請負契約については工事進行基

準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、それ以外の請負契約については

工事完成基準を適用しております。

　(6) ヘッジ会計の処理

ヘッジ会計の方法……特例処理の要件を満たしているものについては特例処理

を採用しており、それ以外のものについては繰延ヘッジ

処理によっております。

ヘ ッ ジ 手 段……金利スワップ

ヘ ッ ジ 対 象……借入金・社債に係る金利

ヘ ッ ジ 方 針……取締役会で承認された資金調達計画に基づき、借入金・

社債に係る金利変動リスクに対してヘッジを目的とした

金利スワップを利用しております。     

ヘッジ有効性

評 価 の 方 法

……ヘッジ開始時から有効性判定時点までの既に経過した期

間について、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較

し、両者の間に高い相関関係があるか否かで有効性を評

価しております。

　(7) 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

4. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

　連結子会社であるGeosol Beteiligungsgesellschaft mbH及びそのグループ各社

について、前連結会計年度に取得原価の配分が完了しておりませんでしたが、当

連結会計年度において、取得原価の配分が完了し、その他無形固定資産に111,441

千円、その他流動負債に562,050千円、繰延税金負債（固定）に100,084千円、そ

の他に12,494千円を配分しております。

　なお、取得原価を1,487,009千円に修正しております。
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5. のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれん及び負ののれん、のれん相当額及び負ののれん相当額については、投資

効果の発現する期間を個別に見積もり、合理的な期間で均等償却しております。

6. 連結貸借対照表に関する注記

　(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 ① 担保提供資産

現 金 及 び 預 金 98,519千円

定 期 預 金 665,000

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 4,634

販 売 用 不 動 産 4,997,751

製 品 1,594,644

仕 掛 品 646,025

そ の 他 流 動 資 産 55,088

建 物 及 び 構 築 物 2,905,248

土 地 4,344,508

投 資 有 価 証 券 3,429,465

そ の 他 投 資 等 1,259,728

計 20,000,615
　 ② 上記に対応する債務

短 期 借 入 金 3,528,250千円

1年内返済予定の長期借入金 2,568,630

長 期 借 入 金 8,189,365

計 14,286,245
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,192,714千円

　(3) 保証債務

　 従業員の借入債務（住宅資金）について、保証を行っております。

独立行政法人福祉医療機構 9,443千円
　 顧客の借入債務（つなぎ融資）について、保証を行っております。

㈱ み な と 銀 行 45,140千円

計 54,583
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7. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1)  当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

株式の種類 前連結会計年度末の
株 式 数

増加株式数 減少株式数 当連結会計年度末の
株 式 数

普通株式 38,157,103株 ─ 株 ─ 株 38,157,103株

　(2)  当連結会計年度末の自己株式の種類及び総数

株式の種類 前連結会計年度末の
株 式 数

増加株式数 減少株式数 当連結会計年度末の
株 式 数

普通株式 1,727,290株 3,019株 ─ 株 1,730,309株

(注)増加株式数の内訳は以下のとおりであります。

　 単元未満株式の買取による取得 3,019株

8. 金融商品に関する注記

　（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平

成20年3月10日)及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準

適用指針第19号平成20年3月10日)を適用しております。

　1. 金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、運転資金については原則として金融機関からの短期借入金に

よる調達を行っております。設備資金につきましては案件ごとに手許資金で賄え

るか不足するかについての検討を行い、不足が生じる場合は金融機関からの長期

借入金による調達を行っております。資金に余剰が生じた場合には、借入金の返

済によって資金効率の向上に努めることを基本方針としておりますが、一時的な

余剰資金である場合においては定期預金を中心に保全を最優先した運用を行うこ

ととしております。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、

そのほとんどが１年以内の回収期日です。当該リスクの管理方法に関しては、取

引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握

する体制としています。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に

業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握しております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。借入金の

うち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備

投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されてい

ますが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し

支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワッ
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プ取引）をヘッジ手段として利用しています。ヘッジの有効性の評価方法につい

ては、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有

効性の評価を省略しています。

　社債は、主に営業取引に係る資金調達の一貫であります。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従っ

て行っており、また、デリバティブ取引を行う場合には、実需に伴う取引に限定

して実施することとし、投機目的の取引は一切行わない方針としております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループ

では、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

　(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。

　2. 金融商品の時価等に関する事項

（単位 千円）

科 目 連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 現金及び預金 12,690,494 12,690,494 ─

(2) 受取手形及び売掛金 23,023,086 23,023,086 ─

(3) 投資有価証券 4,301,424 4,258,216 (43,208)

(4) 買掛金 (5,231,660) (5,231,660) ─

(5) 短期借入金 (12,276,296) (12,276,296) ─

(6) 社債 (2,010,000) (2,019,808) (9,809)

(7) 長期借入金 (11,114,747) (11,112,077) 2,670

 (注1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。

 (注2) 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

― 26 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2010年06月02日 11時11分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.20 20100222_01）



　

　 (注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する

事項

　(1) 現金及び預金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

　(2) 受取手形及び売掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

　(3) 投資有価証券

　時価については、株式は期末日における取引所の価格によっております。

　(4) 買掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

　(5) 短期借入金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

　(6) 社債

　市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利

金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

　(7) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む。）

　長期借入金の種類（会社毎）、一定の期間に基づく区分ごとに分類し、固

定金利のもの、または、変動金利であっても金利の変動が市場金利に連動

していないもの、金利スワップの特例処理によるものについては、元利金

の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

時価を算定しております。

　 (注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位 千円）

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 876,940

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

― 27 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2010年06月02日 11時11分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.20 20100222_01）



　

9. 賃貸等不動産に関する注記

　一部の子会社では、東京都その他の地域において、主に、賃貸用のオフィスビ

ル（土地を含む。）を有しております。

　平成22年3月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は318,262千円（賃

貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）、 固定資産売却損は18,426

千円（特別損失に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次

のとおりであります。

（単位 千円）

連結貸借対照表計上額
当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

5,976,479 △151,470 5,825,009 7,114,144

　 (注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計

額を控除した金額であります。

　 (注2) 当期増減額のうち、主な増加額は改修工事代（7,154千円)であり、主な減

少額は固定資産売却損（18,426千円)、減価償却費（127,101千円）であり

ます。

　 (注3) 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定

した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

10．１株当たり情報に関する注記

  (1)１株当たり純資産額 824円66銭

  (2)１株当たり当期純損失（△） △12円33銭
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11．重要な後発事象に関する注記

　1. 株式会社アスナルコーポレーションの株式追加取得による子会社化について

　平成22年3月18日開催の取締役会において、当社関連会社の株式会社アスナルコ

ーポレーションの株式売買契約締結を決議し、平成22年4月1日付で同社株式

217,520株を追加取得し、子会社としました。

　(1) 目的

　株式会社アスナルコーポレーションの地域密着スタイルと国際航業グループの

技術サポートとの融合による新たな地域展開モデルを構築し、地方自治体を中心

としたお客様向けのサービス展開力を強化し、国際航業グループ一体経営による

両社の経営基盤の安定化を図ってまいります。

　(2) 株式を取得する会社の概要

① 商 号 ： 株式会社アスナルコーポレーション

② 代 表 者 ： 代表取締役社長 鵜飼 良一

③ 所 在 地 ： 石川県金沢市諸江町中丁211番地1

④ 設 立 年 月 日 ： 平成20年10月

⑤ 主な事業内容 ： 総合建設コンサルタント

⑥ 従 業 員 数 ： 6名（連結264名）

⑦ 資 本 金 ： 50百万円

⑧ 発行済株式数 ： 332,375株

　(3) 株式取得の相手の名称

　従業員持株会を始めとする44名の株主

　(4) 株式取得の時期

　平成22年4月1日

　(5) 取得株式の総数、取得価額、取得後の所有株式数及び持分比率

① 株 式 数 ： 217,520株

② 取 得 価 額 ： 159百万円

③
取得後の所有株式数
及び持分比率

： 331,975株（99.88%）

　(6) 連結損益に与える影響

　改正後の「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第

21号）により、段階取得に係る差損による特別損失1億円および負ののれんを認識

することによる特別利益1億円を見込んでおります。なお、時価の算定が未了のた

め、取得価額の配分およびのれんの額は暫定であり、この結果により影響額は変

動する可能性があります。
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　2. 株式会社ＫＨＣの株式追加取得について

　平成22年４月16日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社Ｋ

ＨＣの株式売買契約締結を決議し、平成22年4月23日付で同社株式52,355株を追加

取得しております。概要は以下の通りであります。

　(1) 目的

　ＫＨＣグループの事業基盤をもとに国内外の住宅を中心としたディベロッパー

事業を展開することで、国際航業グループの不動産事業の事業領域をより一層拡

大してまいります。また、国際航業グループの保有する有形、無形の資産を活用

することにより、ＫＨＣグループの営業力、収益基盤を一層強化できるとともに、

新しい事業を生み出すことが期待できます。これにより、当社グループの企業価

値の向上を図ってまいります。

　(2) 株式を取得する会社の概要

① 商 号 ： 株式会社ＫＨＣ

② 代 表 者 ： 代表取締役社長 川西 勉

③ 所 在 地 ： 兵庫県明石市花園町２番地の２

④ 設 立 年 月 日 ： 昭和56年10月

⑤ 主な事業内容 ： 建設、不動産事業を扱う子会社の管理

⑥ 従 業 員 数 ： 14名（連結164名）

⑦ 資 本 金 ： 373百万円

⑧ 発行済株式数 ： 385,455株

　(3) 株式取得の相手の名称

　個人株主１名

　(4) 株式取得の時期

　平成22年4月23日

　(5) 取得株式の総数、取得価額、取得後の所有株式数及び持分比率

① 株 式 数 ： 52,355株

② 取 得 価 額 ： 390百万円

③
取得後の所有株式数
及び持分比率

： 282,055株（73.17%）

　(6) 連結損益に与える影響

　改正後の「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第

21号）により、負ののれんを認識することによる特別利益として4億円を見込んで

おります。

12．その他の注記

　 該当はありません。
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貸 借 対 照 表
(平成22年３月31日現在)

(単位 千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 6,677,225 流 動 負 債 16,676,394

現 金 及 び 預 金 2,081,365 短 期 借 入 金 2,800,000

前 払 費 用 49,960 関 係 会 社 短 期 借 入 金 13,750,000

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 1,692,000 未 払 金 82,314

１年内回収予定の関係会社長期貸付金 2,641,150 未 払 費 用 6,040

未 収 入 金 166,022 未 払 法 人 税 等 8,500

そ の 他 46,726 預 り 金 6,846

固 定 資 産 40,053,811 賞 与 引 当 金 21,873

有形固定資産 14,652 そ の 他 819

建 物 及 び 構 築 物 9,914 固 定 負 債 55,495

工 具、 器 具 及 び 備 品 4,738 長 期 未 払 金 54,318

無 形 固 定 資 産 7,461 退 職 給 付 引 当 金 1,176

ソ フ ト ウ ェ ア 7,461 負 債 合 計 16,731,889

投資その他の資産 40,031,697 (純 資 産 の 部)

投 資 有 価 証 券 294,047 株 主 資 本 30,187,782

関 係 会 社 株 式 37,495,270 資 本 金 16,939,013

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 2,100,000 資 本 剰 余 金 15,146,333

従 業 員 に 対 す る 長 期
貸 付 金

97,138 資 本 準 備 金 4,234,753

差 入 保 証 金 45,240 そ の 他 資 本 剰 余 金 10,911,580

利 益 剰 余 金 △1,582,226

そ の 他 利 益 剰 余 金 △1,582,226

繰 越 利 益 剰 余 金 △1,582,226

自 己 株 式 △315,337

評価・換算差額等 △188,636

その他有価証券評価差額金 △188,636

純 資 産 合 計 29,999,146

資 産 合 計 46,731,036 負債・純資産合計 46,731,036
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損 益 計 算 書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

(単位 千円)

科 目 金 額

営 業 収 益

経 営 管 理 料 収 入 660,000

管 理 業 務 手 数 料 547,200

受 取 配 当 金 170,081 1,377,281

営 業 費 用

一 般 管 理 費 1,220,010

営 業 利 益 157,270

営 業 外 収 益

受 取 利 息 256,573

そ の 他 の 営 業 外 収 益 186 256,759

営 業 外 費 用

支 払 利 息 380,701

社 債 利 息 6,885

為 替 差 損 86,275

そ の 他 の 営 業 外 費 用 665 474,528

　経 常 損 失（△) △60,497

税 引 前 当 期 純 損 失（△) △60,497

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,800

当 期 純 損 失(△) △64,297
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株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

(単位 千円)

株    主    資    本

資 本 金

資   本   剰   余   金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他

資本剰余金

資本剰余金

合 計

そ  の  他

利益剰余金 利益剰余金

合 計
繰越利益剰余金

平成21年３月31日残高 16,939,013 4,234,753 10,911,580 15,146,333 △1,517,928 △1,517,928

事業年度中の変動額

当期純損失（△) ─ △64,297 △64,297

自己株式の取得 ─ ─

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

─ ─

事業年度中の変動額合計 ─ ─ ─ ─ △64,297 △64,297

平成22年３月31日残高 16,939,013 4,234,753 10,911,580 15,146,333 △1,582,226 △1,582,226

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合    計

その他有価証券

評 価 差 額 金

評価・換算差額等

合 計

平成21年３月31日残高 △314,569 30,252,848 ─ ─ 30,252,848

事業年度中の変動額

当期純損失（△) △64,297 ─ △64,297

自己株式の取得 △768 △768 ─ △768

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

─ △188,636 △188,636 △188,636

事業年度中の変動額合計 △768 △65,065 △ 188,636 △188,636 △253,701

平成22年３月31日残高 △315,337 30,187,782 △ 188,636 △188,636 29,999,146
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個 別 注 記 表

1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　  有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 及 び 関 連 会 社 株 式……移動平均法による原価法

その他有価証券（時価のあるもの）……期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）
その他有価証券（時価のないもの）……移動平均法による原価法

　(2) 固定資産の減価償却方法

有形固定資産……定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

無形固定資産……ソフトウェアのうち、自社利用のソフトウェアは、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

　(3) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金……貸付金、未収入金等の債権に対する貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については合理的に見積もった貸

倒率による額を、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

なお、当事業年度末における残高はありません。

賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため、次回賞与支給見込額

のうち当事業年度に対応する額を計上しております。

退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において

発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により翌事業年度から費用処理しております。

　(4) 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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3. 貸借対照表に関する注記

　(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 ① 担保提供資産

投 資 有 価 証 券 818,772千円

なお、上記のほかに、関係会社の投資有価証券、土地、建物、定期預金を担

保に供しております。

　 ② 上記に対応する債務

当社及び当社の子会社の以下の借入金について担保提供を行っております。

　 (当社)

短 期 借 入 金 2,000,000千円

　 (子会社)

長 期 借 入 金 2,000,000千円

計 4,000,000
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,058千円

　(3) 保証債務

下記関係会社の金融機関からの借入金等に対して債務保証を行っております。

国 際 航 業 ㈱ 9,090,000千円

宮 崎 ソ ー ラ ー ウ ェ イ ㈱ 50,000

計 9,140,000

また、上記のほか下記関係会社の金利スワップ取引について債務保証を行ってお

ります。当該スワップの時価は以下のとおりであります。

国 際 航 業 ㈱ △36,428千円

　(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短 期 金 銭 債 権 184,081千円

長 期 金 銭 債 権 44,920

短 期 金 銭 債 務 12,647

4. 損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

営 業 収 益 1,377,281千円

一 般 管 理 費 105,488

　 営業取引以外の取引による取引高

営 業 外 収 益 248,445千円

営 業 外 費 用 340,079
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5. 株主資本等変動計算書に関する注記

　 当事業年度末における種類ごとの自己株式の数

株式の種類 前事業年度末の
株 式 数

増加株式数 減少株式数 当事業年度末の
株 式 数

普通株式 1,008,106株 3,019株 ─株 1,011,125株

　 （注）増加株式数の内訳は以下のとおりであります。

　 単元未満株式の買取による取得 3,019株

6. 税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

  賞与引当金 8,858千円

　未払事業税 1,903

　減価償却超過額 7,682

　関係会社株式評価損 561,456

　繰越欠損金 49,267

　その他 1,950

繰延税金資産小計 631,118

　評価性引当額 △631,118

繰延税金資産合計 ─
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7. 関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社等
（単位 千円)

属 性 会社等の名称
議決権の
所有割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

兄弟会社
日本アジアホールデ
ィングズ㈱

─ 兼任２名 資金貸付

資金の貸付 7,000,000 ─ ─

貸付金利息
の受取(注1)

75,178 ─ ─

取引条件及び取引条件の決定方針等         

(注1) 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(注2) 日本アジアホールディングズ(株)は、平成22年3月1日に「親会社」から「兄弟会

社」に該当することとなりましたが、継続して関連当事者に該当しているた

め、当事業年度の取引金額並びに当事業年度末の議決権等の所有割合及び残

高を記載しております。なお、「属性」欄は、当事業年度末の属性を記載して

おります。
(注3) 取引金額には消費税等を含めておりません。

　(2) 子会社等
（単位 千円)

属 性 会社等の名称
議決権の
所有割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

子会社 国際航業㈱
所有

直接100%
兼任３名

経営管理
資金借入
担保提供
担保受入
債務保証

経営管理料等
の受取(注1)

840,000 ─ ─

資金の借入 29,600,000
関係会社
短期借入金

10,950,000

借入金利息
の支払(注3)

304,195 ─ ─

担保の提供
(注6)

2,000,000 ─ ─

担保の受入
(注7)

2,000,000 ─ ─

債務保証
（注4）

9,090,000 ─ ─

子会社
国際環境ソリューシ
ョンズ㈱

所有
直接100%

兼任２名
経営管理
資金借入

経営管理料等
の受取(注1)

87,000 ─ ─

業務委託料
の支払(注2)

11,000 ─ ─

資金の借入 600,000
関係会社
短期借入金

300,000

借入金利息
の支払(注3)

4,398 ─ ─

― 37 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2010年06月02日 11時11分 $FOLDER; 37ページ （Tess 1.20 20100222_01）



　

属 性 会社等の名称
議決権の
所有割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高役 員 の
兼 任 等

事 業 上
の 関 係

子会社 国際文化財㈱
所有

直接100%
兼任１名

経営管理
資金貸付

経営管理料等
の受取(注1)

87,000 ─ ─

資金の貸付 250,000
関係会社
短期貸付金

400,000

貸付金利息
の受取(注3)

4,705 ─ ─

子会社
KOKUSAI EUROPE

GmbH
所有

直接100%
兼任１名 資金貸付

資金の貸付 1,097,000
関係会社
短期貸付金

967,000

資金の貸付 455,400
１年内回収予定の
関係会社長期貸付金

2,641,150

貸付金利息
の受取(注3)

136,112 未収入金 164,135

子会社
国際ランド＆ディベ

ロップメント(株)
所有

直接100%
兼任１名

経営管理
資金貸付
配当の受取

経営管理料等
の受取(注1)

87,000 ─ ─

資金の貸付 ─
関係会社
短期貸付金

300,000

資金の貸付 700,000
関係会社
長期貸付金

2,100,000

貸付金利息
の受取(注3)

28,265 未収入金 1,868

事務所賃借料
の支払（注5）

90,573 前払費用 7,854

事務所賃借に
係る差入保証
金の支払

31,556 差入保証金 44,920

配当の受取 159,076 ─ ─

子会社の
子会社

アソシエイトリース

㈱
所有

間接100%
兼任２名

経営管理
資金貸付

経営管理料
の受取(注1)

15,000 ─ ─

資金の借入 6,600,000
関係会社
短期借入金

2,500,000

貸付金利息
の支払(注3)

31,486 ─ ─

子会社の
子会社

Kokusai CzechSol

One (1) s.r.o.
所有

間接100%
─ 資金貸付

資金の貸付 656,000 ─ ─

貸付金利息
の受取(注3)

3,828 ─ ─

取引条件及び取引条件の決定方針等         

(注1) 経営管理料については、協議の上契約により決定しております。

(注2) 業務委託等については、他の取引事例と同様に当社の算定価格に基づき、個

別交渉にて決定しております。
(注3) 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(注4) 銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。

(注5) 事務所賃借料については、他の取引事例と同様に同社の算定価格に基づき、

個別交渉にて決定しております。
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(注6) 子会社の銀行借入に対し、担保提供を行っているものであり、「取引金額」は

借入債務の期末残高を記載しております。
(注7) 当社の銀行借入に対し、担保が提供されているものであり、「取引金額」は借

入債務の期末残高を記載しております。
(注8) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めて

おります。

8. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 807円60銭

(2) １株当たり当期純損失(△) △1円73銭
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9. 重要な後発事象に関する注記

　1. 株式会社ＫＨＣの株式追加取得について

　平成22年4月16日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社ＫＨ

Ｃの株式売買契約締結を決議し、平成22年4月23日付で同社株式52,355株を追加取

得しております。概要は以下の通りであります。

　(1) 目的

　ＫＨＣグループの事業基盤をもとに国内外の住宅を中心としたディベロッパー

事業を展開することで、国際航業グループの不動産事業の事業領域をより一層拡

大してまいります。また、国際航業グループの保有する有形、無形の資産を活用

することにより、ＫＨＣグループの営業力、収益基盤を一層強化できるとともに、

新しい事業を生み出すことが期待できます。これにより、当社グループの企業価

値の向上を図ってまいります。

　(2) 株式を取得する会社の概要

① 商 号 ： 株式会社ＫＨＣ

② 代 表 者 ： 代表取締役社長 川西 勉

③ 所 在 地 ： 兵庫県明石市花園町２番地の２

④ 設 立 年 月 日 ： 昭和56年10月

⑤ 主な事業内容 ： 建設、不動産事業を扱う子会社の管理

⑥ 従 業 員 数 ： 14名（連結164名）

⑦ 資 本 金 ： 373百万円

⑧ 発行済株式数 ： 385,455株

　(3) 株式取得の相手の名称

　個人株主１名

　(4) 株式取得の時期

　平成22年4月23日

　(5) 取得株式の総数、取得価額、取得後の所有株式数及び持分比率

① 株 式 数 ： 52,355株

② 取 得 価 額 ： 390百万円

③
取得後の所有株式数
及び持分比率

： 282,055株（73.17%）

　(6) 損益に与える影響

　損益に与える影響はありません。

10. その他の注記

　 該当はありません。
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　連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成22年５月12日

国際航業ホールディングス株式会社
　取締役会 御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 西 文 夫 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 哲 夫 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 宅 孝 典 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、国際航業ホールディング
ス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結
計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営
者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表
示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、国際航業ホールディングス株式会社及び連結
子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報
１. 重要な後発事象に関する注記１.に記載されているとおり、会社は、平成22
年３月18日開催の取締役会において、当社関連会社の株式会社アスナルコーポレ
ーションの株式売買契約締結を決議し、平成22年４月１日付で同社株式217,520株
を追加取得し、子会社とした。
２. 重要な後発事象に関する注記２.に記載されているとおり、会社は、平成22年
４月16日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社ＫＨＣの株式
売買契約締結を決議し、平成22年４月23日付で同社株式52,355株を追加取得した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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　会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成22年５月12日

国際航業ホールディングス株式会社

　取締役会 御中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 西 文 夫 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 哲 夫 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 宅 孝 典 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、国際航業ホールデ

ィングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第３期事業年

度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその

附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算

書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明

細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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　監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第３期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下

のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整

備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類を閲覧し、本社及び主

要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

　また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会

社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に

定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部

統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。

　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新日本有限責任監査法人から当該内

部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社につ

いては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か

ら事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明

細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

　また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算

規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審

議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に

基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株

主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指

摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成22年５月12日

国際航業ホールディングス株式会社 監査役会

常勤監査役 有 働 達 夫 ㊞

監 査 役
(社外監査役)

島 田 隆 幸 ㊞

監 査 役
(社外監査役)

加 藤 裕 二 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

（１）提案の理由

①当社および子会社の事業領域の拡大に対応するため、現行定款第

２条（目的）に事業目的を新たに加えるものであります。

②定款第22条（代表取締役および役付取締役）の取締役会の招集権

者および議長を取締役会長から取締役社長に変更するものであり

ます。

③その他、表現および語句の修正、条数の整理その他所要の変更を

行うものであります。

（２）変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。

(下線は変更部分を示します。)

現 行 定 款 変 更 案

 第１条（省 略）  第１条（省 略）

 第２条（目 的）  第２条（目 的）

当会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。

当会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。
１．次の事業を営む会社の株式または持分を

所有することにより当該会社の事業活動を

支配・管理すること。

１．次の事業を営むことおよび次の事業を営

む会社（外国会社を含む）の株式または持

分を所有することにより当該会社の事業活

動を支配・管理すること。

　 （新 設） ① 新エネルギー発電施設の開発、運営、

維持、管理およびコンサルティング

ならびに新エネルギー発電による電

力供給
①～⑪ （省 略） ②～⑫ （現行どおり）

⑫ 前各号に付帯する業務 　 （削 除）

⑬～⑭ （省 略） ⑬～⑭ （現行どおり）

⑮ 前各号に付帯する一切の業務 　 （削 除）

２～５ （省 略） ２～５ （現行どおり）

 第３条～第２１条（省 略）  第３条～第２１条（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

 第２２条（代表取締役および役付取締役）  第２２条（代表取締役および役付取締役）

１～２ （省 略） １～２ （現行どおり）

３ 取締役会長は、法令に別段の定めがある

場合を除き、取締役会を招集し、議長とな

る。

３ 取締役社長は、法令に別段の定めがある

場合を除き、取締役会を招集し、議長とな

る。
４ （省 略） ４ （現行どおり）

５ 取締役会長に欠員または事故あるとき

は、取締役社長が、取締役社長に事故ある

ときは、あらかじめ取締役会の定めた順序

に従い、他の取締役がその職務を代行す

る。

５ 取締役社長に欠員または事故あるとき

は、あらかじめ取締役会の定めた順序に従

い、他の取締役がその職務を代行する。
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　第２号議案 取締役９名選任の件

　本株主総会終結のときをもって取締役全員（９名）の任期が満了と

なります。つきましては、取締役９名の選任をお願いするものであり

ます。

　 取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社の
株 式 の 数

１
山
やま

　下
した

　哲
てつ

　生
お

(昭和26年12月20日生)

昭和53年４月 大蔵省（現 財務省）入省

0株

昭和56年12月 野村證券株式会社入社

平成10年12月 Japan Asia Holdings Limited（香港）代

表取締役兼CEO
平成13年５月 日本アジアホールディングズ株式会社代

表取締役
平成18年12月 国際航業株式会社非常勤顧問

平成19年10月 当社取締役会長（現任）

平成21年２月 日本アジアグループ株式会社取締役会長

平成21年６月 日本アジアグループ株式会社代表取締役

会長兼社長（現任）

２
呉
うー

　 文
うぇん

　 繍
しょう

(昭和38年12月23日生)

平成５年３月 野村国際香港入社

0株

平成７年７月 China Strategic Investment Ltd 入社

平成11年１月 Japan Asia Holdings Limited 代表取締

役副社長
平成13年８月 日本アジア証券株式会社代表取締役社長

日本アジアホールディングズ株式会社代

表取締役社長
平成20年６月 当社取締役

平成20年11月 日本アジアグループ株式会社

代表取締役社長
平成21年６月 当社代表取締役社長（現任）

日本アジアグループ株式会社取締役

（現任）

３
米
よね

　村
むら

　貢
こう

　一
いち

(昭和36年８月30日生)

平成５年６月 国際航業株式会社入社

2,000株

平成17年４月 同社管理本部経理部長

平成19年10月 当社経営本部財務部長

国際航業株式会社業務サービス本部経理

部長兼務
平成20年６月 当社取締役経営本部財務部長

国際航業株式会社取締役（現任）
平成21年２月 当社取締役管理本部長兼財務部長

平成22年４月 当社取締役管理本部長（現任）

― 47 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2010年06月02日 11時11分 $FOLDER; 47ページ （Tess 1.20 20100222_01）



　

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社の
株 式 の 数

４
渡
わた

　邉
なべ

　和
かず

　伸
のぶ

(昭和41年10月４日生)

平成３年４月 株式会社日本債券信用銀行（現 株式会

社あおぞら銀行）入行

0株

平成19年１月 国際航業株式会社入社 事業推進本部事

業企画担当部長
平成19年10月 当社経営本部企画部企画グループ長

平成20年６月 当社経営本部企画部長

国際航業株式会社取締役（現任）

国際ランド＆ディベロップメント株式会

社取締役
平成21年２月 当社企画本部長

平成21年６月 当社取締役企画本部長（現任）

５
吉
よし

　川
かわ

　正
まさ

　嗣
つぐ

(昭和29年６月12日生)

昭和54年４月 国際航業株式会社入社

7,366株

平成12年４月 同社関西事業本部事業企画部長

平成16年４月 同社空間情報事業本部国土空間情報部長

平成17年４月 同社経営企画室事業企画担当部長

平成18年４月 同社執行役員事業推進本部長

平成19年10月 当社取締役経営本部企画部長

平成20年１月 当社取締役経営本部長兼企画部長

平成20年６月 当社常務取締役経営本部長

国際航業株式会社取締役
平成21年２月 当社取締役（現任）

国際航業株式会社取締役副社長
平成21年６月 同社代表取締役副社長（現任）

６

アンドレアス・

シュタインベルグ

(昭和37年４月24日生)

平成２年 野村證券グループ（ドイツ）

0株

平成８年 ダイムラー・クライスラー日本グループ

平成19年 トアスホールディングス株式会社代表取

締役（現任）
平成19年10月 当社取締役（現任）

平成20年11月 KOKUSAI EUROPE GmbH Managing Director

（現任）
平成21年１月 Geosol Beteiligungsgesel lschaft mbH

Managing Director（現 Chairman of

Board of Management)

７
田
た

　辺
なべ

　孝
こう

　二
じ

(昭和27年２月１日生)

昭和50年４月 通商産業省（現 経済産業省）入省

840株

平成13年４月 早稲田大学客員教授

平成13年７月 経済産業省中国経済産業局長

平成14年７月 同省経済産業政策局調査統計部長

平成16年６月 有限会社Ｊコンテンツ取締役

平成17年４月 東京工業大学大学院イノベーションマネ

ジメント研究科教授（現任）
平成20年６月 当社取締役（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社の
株 式 の 数

８
虫
むし

　本
もと

　貴
たか

　洋
ひろ

(昭和26年10月29日生)

昭和50年４月 四国電力株式会社入社

0株

平成９年３月 同社伊方原子力発電所電気保修課長

平成12年８月 同社火力部火力計画課長

平成14年３月 財団法人四国産業・技術振興センター事

務局長
平成17年４月 香川西部森林組合に所属し林業に従事

平成21年６月 当社取締役（現任）

９
中
なか

　原
はら

　 修
おさむ

(昭和30年12月3日生)

昭和53年４月 国際航業株式会社入社

4,086株

平成12年３月 同社東日本事業本部営業推進部長

平成14年４月 同社国土空間サービス事業本部営業本部

東日本営業部長
平成15年４月 同社国土空間事業本部営業本部東日本支

社長
平成16年３月 同社空間情報事業本部九州支社長

平成17年４月 同社公共ビジネス事業本部東日本支社長

平成19年４月 同社東日本事業本部副本部長兼東日本支

社長
平成19年10月 同社取締役執行役員東日本事業本部長

平成20年１月 同社代表取締役社長（現任）

(注) 1. 取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 田辺孝二氏および虫本貴洋氏は社外取締役候補者であります。
3. 社外取締役候補者の選任理由、社外取締役としての独立性および社外取締役との責任限定

契約について
①田辺孝二氏は、公務員経験および学識経験者として専門的見識を有しており、既に当社の

社外取締役として経営に対し有益な意見をいただいていることから、今後も引き続き取締
役会の意思決定に際して適切な助言をお願いできるものとして、社外取締役候補者とする
ものであります。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本株主総会の終結のときをも
って２年となります。

②虫本貴洋氏は、電力会社に務められた経験をお持ちであることから、当社の環境保全事業
等、新規参入事業に対して従来の手法にとらわれない新しい視点により有用な意見をいた
だくことを期待しております。同氏は、既に当社の社外取締役として経営に対し有益な意
見をいただいていることから、今後も引き続き取締役会の意思決定に際して適切な助言を
お願いできるものとして、社外取締役候補者とするものであります。なお、同氏の当社社
外取締役就任期間は、本株主総会の終結のときをもって１年となります。

③田辺孝二氏および虫本貴洋氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他
の財産（取締役としての報酬を除く）を受ける予定はなく、また過去２年間に受けていた
こともありません。

④田辺孝二氏および虫本貴洋氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者の配偶者、
三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

⑤社外取締役との責任限定契約について
当社は、定款に社外取締役の責任限定に関する規定を設けており、その概要は次のとおり
であります。なお、当社と社外取締役候補者との間で当該責任限定契約を締結する予定で
あります。

＜契約内容の概要＞
社外取締役は、本契約締結後、その任務を怠ったことにより当社に対し損害を与えた場合に
おいて、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第427条に定め
る最低責任限度額を限度として、当社に対して損害賠償責任を負うものとする。
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第３号議案 監査役１名選任の件

　本株主総会終結のときをもって監査役島田隆幸氏が辞任いたします

ので、監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、監査役候補者小林一男氏は、監査役島田隆幸氏の補欠として

選任されることとなりますので、その任期は当社定款の定めにより、

退任された監査役島田隆幸氏の任期満了のときまでとなります。

　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を

得ております。

　監査役となる者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社の
株 式 の 数

小
こ

　林
ばやし

　一
かず

　男
お

(昭和34年１月24日生)

昭和57年４月 石川島播磨重工業株式会社入社

0株

平成12年４月 ウィズオフィスドットコム日本株式会社代表取

締役
平成13年１月 株式会社バイオフロンティアパートナーズ 入

社 業務部長（現任）
平成15年６月 日本アジア証券株式会社監査役（現任）

平成17年６月 ユナイテッド投信株式会社（現 ユナイテッド

投信投資顧問株式会社）監査役（現任）
平成19年４月 日本アジア総合研究所株式会社監査役（現任）

平成20年６月 日本アジアホールディングズ株式会社監査役

（現任）
平成21年１月 日本アジアグループ株式会社監査役（現任）

(注) 1. 監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 小林一男氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役候補者であります。
3. 社外監査役候補者の選任理由、社外監査役としての独立性および社外監査役との責任限定

契約について
①小林一男氏は、他社の企業経営者、監査役としての豊富な経験、幅広い知見を有しており、

当社の監査役会の意思決定に際して適切な助言をお願いできる者として、社外監査役とし
て選任をお願いするものであります。

②小林一男氏は、日本アジアグループ株式会社、日本アジアホールディングズ株式会社、日
本アジア総合研究所株式会社、日本アジア証券株式会社およびユナイテッド投信投資顧問
株式会社の監査役であり、これらの会社は当社の親会社および当該親会社の子会社として、
会社法施行規則第２条第３項第19号に定める特定関係事業者であります。
　なお、日本アジア総合研究所株式会社、日本アジア証券株式会社およびユナイテッド投
信投資顧問株式会社の３社は平成22年６月をもって監査役を辞任する予定であります。

③小林一男氏は当社の特定関係事業者より過去２年間に報酬等を受領しており、また、今後
同社またはその子会社より報酬を受ける予定があります。

④小林一男氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者の配偶者、三親等以内の親
族その他これに準ずるものではありません。

⑤社外監査役との責任限定契約について
＜契約内容の概要＞
社外監査役は、本契約締結後、その任務を怠ったことにより当社に対し損害を与えた場合に
おいて、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第427条に定め
る最低責任限度額を限度として、当社に対して損害賠償責任を負うものとする。
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　第４号議案 補欠監査役１名選任の件

　監査役が法令で定めた員数を欠く場合に備え、補欠監査役１名の選

任をお願いするものであります。

　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を

得ております。

　補欠監査役となる者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社の
株 式 の 数

上
うわ

　床
とこ

　竜
りゅう

　司
じ

(昭和42年12月３日生)

平成６年４月 弁護士登録、あさひ法律事務所
0株

平成12年４月 あさひ法律事務所パートナー就任

(注) 1. 補欠監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 上床竜司氏は、社外監査役の補欠として選任するものであります。
3. 上床竜司氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を満たしております。
4. 上床竜司氏は、弁護士としての高い専門性から監査を行う能力・識見において優れており、

当社の監査業務に生かしていただくため、社外監査役の補欠として選任をお願いするもの
であります。

以 上
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第３回定時株主総会会場ご案内

会 場 東京都港区元赤坂２丁目２番23

明治記念館１階 末広の間

最寄り駅 JR中央線・総武線、信濃町駅より徒歩３分

地下鉄銀座線・半蔵門線・大江戸線、

青山一丁目駅より徒歩６分

地下鉄大江戸線国立競技場駅より徒歩６分

都バス[品97]品川車庫前～新宿駅西口

[権田原]より徒歩１分

・お問合せ先 総務部 電話 03-6316-4206
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